
項目 中項目名 番号 事業・制度等の名称

1.地域計画のブラッ
シュアップ

地域計画の実現に取り組みたい 1 農地利用最適化推進事業農地集約化促進モデル事業

2 就農準備資金

3 経営開始資金

4 農業経営・就農支援体制整備推進事業

5 大阪産(もん)スタートアカデミー運営事業※府単独事業

6 新規就農者ステップアップ支援事業※府単独事業

7 新規就農者誘致環境整備事業 

8 雇用就農資金

9 農業近代化資金

10 日本政策金融公庫資金うち農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）

11 日本政策金融公庫資金うち青年等就農資金

12  日本政策金融公庫資金うち経営体育成強化資金(有利子)

13 農地利用効率化等支援交付金

14 地域農業構造転換支援事業

15 地域農業構造転換支援対策（新規就農者チャレンジ事業）

16 経営発展支援事業（新規就農者確保育成総合対策） 

17 世代交代円滑化タイプ(新規就農者確保緊急円滑化対策)

18 担い手確保・経営強化支援事業

インバウンド向け受入環境を整備したい 19 大阪農産物魅力向上・価値創造事業（観光農園等受入態勢整備事業）※府単独事業

女性が働きやすい環境を整備したい 20 女性の就農環境改善・活躍推進事業

共同利用機械・施設を導入したい 21 大阪版認定農業者支援事業※府単独事業

22 強い農業づくり総合支援交付金（産地基幹施設等支援タイプ）

23 新基本計画実装・農業構造転換支援事業（再編新事業）

地全体の収益性向上のために必要な機械導入や 
施設整備等をしたい

24 産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策・生産基盤強化対策）

既存ハウスを補強したい 25 園芸産地における事業継続強化対策

26 スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業

27 スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業

28 高度スマート農業技術実装促進事業※府単独事業

29 スマート農業研修教育環境整備事業

30 消費安全対策交付金（重要病害虫等の特別防除）

31 みどりの食料システム戦略推進交付金（グリーンな栽培体系加速化事業）

32 みどりの食料システム戦略推進交付金（有機転換推進事業）

33 みどりの食料システム戦略推進交付金（農業由来の廃プラスチック対策モデル地域形成事業）

34 みどりの食料システム戦略推進交付金（SDGs対応型施設園芸確立）

35 みどりの食料システム戦略推進交付金（有機農業拠点創出・拡大加速化事業）

36 みどりの食料システム戦略推進交付金（みどりの事業活動を支える体制整備）

37 環境保全型農業直接支援対策交付金

38 中山間地域等直接支払交付金

39 農空間多面的機能支払事業

野生鳥獣による農作物被害の低減やジビエ利活
用を推進したい

40 農作物鳥獣被害防止対策事業

新たに農業を始めたい

新たな人材を確保したい

3. 資金の確保
農業用機械・施設の整備などに必要な資金を借
りたい

経営改善に必要な機械∙施設を導入したい

カントリーエレベーターや選果場など産地基幹
施設を整備したい

5. スマート農業 スマート農業に取り組みたい

地域共同で農地、水路、農道等の地域資源の保
全管理等に取り組みたい

2.人材を育成・確保

4. 機械・施設の導入

6. 環境への取り組み

環境にやさしい農業や有機農業に取り組みたい



項目 中項目名 番号 事業・制度等の名称

土地利用型作物を安定生産したい 41 水田活用の直接支払交付金(経営所得安定対策等）

花きを安定生産したい 42 ジャパンフラワー強化プロジェクト推進（持続的生産強化対策事業）

果樹を安定生産したい 43 果樹型トレーニングファーム推進条件整備事業（果樹農業生産力増強総合対策）

8. 農山漁村の活性化 農山漁村の活性化を図りたい 44 農山漁村振興交付金のうち地域資源活用価値創出整備事業（農福連携型）※直採事業

45 農空間多面的機能支払事業

46 遊休農地解消対策事業（農地集積・集約化等対策事業）

47 最適土地利用総合対策（農山漁村振興交付金）

48 荒廃農地再生支援事業（荒廃農地再生事業）※新設

49 荒廃農地再生推進事業（再生推進事業）※新設

50 大阪府棚田・ふるさと保全事業（大阪府みどりの基金（棚田・ふるさと保全事業分））

51 大区画化等加速化支援事業

52 農山漁村地域整備交付金（農地整備事業）

53 農地中間管理機構関連農地整備事業

54 農業競争力強化農地整備事業（農業基盤整備促進事業）

55 農地耕作条件改善事業

56 農地耕作条件改善事業（実施計画策定）

57 水利施設等保全高度化事業（簡易整備型）

58 水利施設等保全高度化事業（実施計画策定）

59 農業水路等長寿命化・防災減災事業

60 農業水路等長寿命化・防災減災事業

61 農村地域防災減災事業（ため池整備事業） 一般整備型

62 農業水路等長寿命化・防災減災事業（ため池整備事業）

63 農村地域防災減災事業（用排水路整備事業）

64 農業水路等長寿命化・防災減災事業（用排水路整備事業）

65 農空間保全地域整備事業（農空間をまもろう事業）※府単独事業

66 農空間保全地域整備事業（農空間を活かそう事業）※府単独事業

67 農空間保全地域整備事業（農空間を活かそう事業）（企業参入支援）※府単独事業

68 農空間保全地域整備事業（農空間を活かそう事業）（農のある暮らし）※府単独事業

69 農空間保全地域整備事業（農空間づくりプラン事業）※府単独事業

70 農空間保全地域整備事業（安全・安心な農空間事業）※府単独事業

※各事業の活用検討に当たっては、要綱要領等で正確な要件等を確認してください。

【参考】

https://www.pref.osaka.lg.jp/o110050/keieishien/chinagepackage.html

https://www.pref.osaka.lg.jp/o120020/eneseisaku/sec/index.html

府HP「中小企業の賃上げ促進支援について（令和8年度）」　はこちら　⇒

府HP「おおさかスマートエネルギーセンター補助金情報等」はこちら　⇒

7. 安定した農作物の
生産

地域ぐるみの保全管理、遊休農地対策をしたい

基盤整備をしたい

農空間を保全したい

9.「人と農地の問題」
の解決

水利施設等を整備したい



国 府 市町村 地元・自己

1
農地利用最適化推進事業
農地集約化促進モデル事業

地域計画の実現のための農地利用の最適化に主体的に取り組む団体の活動を
推進するため、その活動に要する経費を補助。
１）農地集約化のための目標地図の更新
　ア．農地の出し手、受け手の意向把握
　イ．現況地図（年齢別地図、意向別地図等）等の作成
　ウ．目標地図の素案の作成
　エ．農地の出し手、受け手の意見のとりまとめ
２）地域計画に即した農地利用の実現に向けた調整
　ア．農地利用に関する農地所有者等の間の調整活動
　イ．農地の利用権設定等に係る調整活動
　ウ．農用地利用集積等促進計画の素案の作成
　エ．受けて不在農地等の保全管理
３）その他農地利用の最適化の推進に必要な活動

・農地の集約化率を令和12年度までに現状（令和７年度末）よりも20ポイント以上向上させる目標を定める。
・事業実施年度から３年以上、受けて不在農地への参入促進や保全管理等による農地利用の最適化の取組みを継続的に行
う見込みであること。

＜農地の集約化率の計算方法＞
農地の集約化率＝（地域計画の区域内における集約化された農地面積）÷（地域計画の区域内の総農地面積）
地域計画の区域内における集約化された農地面積は、同一の耕作者が耕作する1ha（中山間地域及び樹園地においては
0.5ha）以上の団地面積の合計

都道府県及び市町村が選定
した団体

選定団体が農地利用の
最適化に取り組む対象地
区

100 0 0 0 HPなし

2 就農準備資金 研修期間中について、13.75万円／月を最長２年間交付

・農業大学校等の農業経営者育成機関、先進農家・先進農業法人で研修を受ける場合
・原則50才未満で就農する者
・研修終了後１年以内に就農し（法人就農を含み、独立しない単なる親元就農は含まない。）、交付期間の1.5倍又は２年間の
いずれか長い期間就農を継続しない場合、全額返還。

原則50才未満で就農する者 ― 100 0 0 0

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/n_syunou/ro
udou.html

3 経営開始資金
独立・自営就農した者について、13.75万円／月を最長３年間交付（夫婦で経営開
始する場合247.5万円）

・基盤強化法に規定する青年等就農計画の認定を受けた者
・原則50歳未満で独立・自営就農した者
・市町村等が適切な就農をしていないと判断した場合は打ち切り
・前年総所得（資金除く）が600万円を超えた場合は交付停止

認定新規就農者 ― 100 0 0 0

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/n_syunou/ro
udou.html

4 農業経営・就農支援体制整備推進事業 就農相談等

企業や都市住民の農業参入を支援するため、相談窓口を設置し、専任の担当者を配置する。
企業の農業参入に向けては、企業参入・定着アドバイザーを配置し、参入後の経営支援を推進する。
関係団体と連携し、農地の利用権設定を進めるほか、農業技術、経営管理能力の向上を支援する。
障がい者雇用による企業の農業参入を促進する。

府 ― 50 50 0 0

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
090/nosei/syuno
u/index.html

5
大阪産(もん)スタートアカデミー運営事業
※府単独事業

品目特化型短期研修
研修生が新規就農できるよう、地域の主力農業者の指導の下、地域密着型の研修プログラムを実施
研修修了後のスムーズな就農につなげるため、関係機関と連携して、農地の斡旋を行う。

府・JAグループ大阪 ― 0 10 0
90(JAグルー

プ大阪)

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
090/nosei/osaka
agriinnovation/st

6
新規就農者ステップアップ支援事業
※府単独事業

最速で規模拡大して売上1,000万円をめざす集中講座を実施
・農業大学校（短期実践課程）、大阪産(もん)スタートアカデミー、市町村農業塾、その他研修を受けた者で、就農後
　5年以内に、売上1,000万円をめざす意欲的な者

府・JAグループ大阪 ― 0 40 0
60（JAグ

ループ大阪）
HPなし

7 新規就農者誘致環境整備事業 

地域計画の策定により明らかになる受け手のいない農地に円滑に新規就農者を
誘致するため、関連事業と連携し、地域の関係機関による誘致体制の整備や、技
術習得のための研修農場の整備、就農前後の方に対するトータルサポート活動、
就農に適した農地の整備等を一体的に支援

・関係機関により、誘致体制が構築されている、又はされる見込みであること。
・新規就農者参入促進計画が策定されていること。また、事業実施期間中に、当該計画を新規就農支援ポータルサイト及び
就農相談等全国データベースに登録すること。 
・事業実施区域において、地域計画が策定されていること。

市町村、協議会、民間団体等
事業実施区域において、
地域計画が策定されてい
ること。

定額、1/2

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/

8 雇用就農資金

農業法人等が49歳以下の就農希望者を新たに雇用する場合に資金を交付。ま
た、農業法人等が職員等を次世代経営者として育成するために実施する派遣研
修を支援。

(ア)雇用就農者育成・独立支援タイプ
年間最大60万円、最長４年間
(イ)新法人設立支援タイプ
年間最大120万円、最長４年間（３年目以降は年間最大60万円）
(ウ)次世代経営者育成タイプ
月最大10万円、最短３ヶ月～最長2年間

農業法人、農業者、農業支援
サービス事業者等

定額

https://www.be-
farmer.jp/farmer/
employment_fund
/original/

9 農業近代化資金
民間金融機関が 融資する最も 一般的な長期資金（機械・施設の転資金）

貸付対象者 … 認定農業者 、認定新規就農者 、主業農業者 等
融資限度額 … 個人１千８百万円（法人・団体２億円）
融 資 率…原則80％ 認定農業者、集落営農組織100％
償還期限…資金使途に応じ７～20年以内（うち据置期間２～７年以内）
金 利…借入時の金利は金融情勢により変動
※ 認定農業者が借り受ける農業近代化資金については、別途金利負担軽減措置が受けられます。

 認定農業者 、認定新規就農
者 、主業農業者 等

https://www.maf
f.go.jp/j/g_biki/y
usi/keiei/250326
_9.html

10
日本政策金融公庫資金うち
農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）

民間金融機関では十分な対応ができない場合※に、日本政策金融公庫等が融資
する長期資金（農地取得資金、機械・施設の整備資金、長期運転資金）
※償還期間が長い、資金規模が大きい、資金使途に農地取得を含んでいるなど
の場合

（補足）認定農業者は、資金繰りの短期運転資金として 民間金融機関が融資する
スーパーＳ資金のご利用も可能。

貸付対象者 … 認定農業者
融資限度額 … 個人３億円（複数部門経営等は６億円）
法人10億円（常時従事者数に応じ20億円）
融資率…100％
償還期限…25年以内（うち据置期間10年以内）
金 利…借入時の金利は金融情勢により変動します。
※ 「人・農地プラン」の中心経営体等として位置付けられた認定農業者が借り入れるスーパーＬ資金（負債整理等長期資金は
除く）については、貸付当初５年間無利子で融資を受けることができる

 認定農業者

https://www.jfc.g
o.jp/n/finance/se
arch/index_a_n01
.html

11
日本政策金融公庫資金うち
青年等就農資金

認定新規就農者に対し、農業経営を開始するために必要な長期資金（機械・施設
の整備資金、長期運転資金）を無利子で融資する資金

貸付対象者 … 認定新規就農者
融資限度額 … ３千７百万円（特認限度額１億円）
融資率…100％
償還期限…12年以内（うち据置期間５年以内）
金利…無利子
※ このほか、認定新規就農者は、農地取得の場合、経営体育成強化資金の特例措置（据置期間３年→５年）を受けることが
できます。
※ 融資対象物件以外の担保及び第三者保証人は不要です。

 認定新規就農者

https://www.jfc.g
o.jp/n/finance/se
arch/index_a_n02
.html

12
 日本政策金融公庫資金うち
経営体育成強化資金(有利子)

認定新規就農者が農地等を取得する場合、有利子で融資する資金
借入額が1,000万円以下の場合、
融資率100％
償還期限25年以内（うち据置期間5年以内）

認定新規就農者

https://www.jfc.g
o.jp/n/finance/se
arch/index_a_n02
.html

13 農地利用効率化等支援交付金
地域の中核となる担い手が経営改善に取り組む場合に必要な農業用機械・施設
の導入を支援

・ 個々の事業内容について、単年度で完了する
・ 事業費が整備内容ごとに50万円以上
・ 事業の対象となる機械等は、耐用年数がおおむね５年以上20年以下のもの
・ 運搬用トラック、パソコン、倉庫等農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎用性の高いものでない
・ 助成対象者の成果目標に直結するものであり、かつ、既存の機械等の単なる更新を行うものではない
リースの場合（上記に加えて）
・ リース期間は３年以上、法定耐用年数以内であること
・ リース期間終了後に、成果目標から更に事業実施地区内で経営面積を３割以上又は10ha以上拡大することが地域計画等
において確認できる
・ 農業者とリース事業者が共同申請し、リース初年度（事業実施年度）にリース事業者へ助成金が支払われること

地域計画のうち目標地図に
位置付けられた者

地域計画が策定されてい
る地域

30 0 0 70

https://www.maf
f.go.jp/j/keiei/sie
n/260226.html

14 地域農業構造転換支援事業
地域の中核となって農地を引受ける担い手の経営改善に必要な農業用機械・施
設の導入を支援

・ 成果目標の基準を満たしている
（１）地域計画の目標集積率が６割以上（都府県の中山間地域は５割以上）であること
（２）現行の地域計画か、見直し後の地域計画において、目標集積率が現状の集積率よりも10ポイント以上増加する姿となる
こと
・　単年度で完了すること
・　事業費が整備内容ごとに50万円以上
・　原則として、新品時の法定耐用年数がおおむね５年以上20年以下
・　原則として、運搬用トラック、パソコン、倉庫等の農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎用性の高いもので
はない
・　成果目標の達成に直接に関連するもの
・　同種・同能力等のものの再度導入等ではない

地域計画のうち目標地図に
位置付けられた者

地域計画が策定されてい
る地域

30 0 0 70

https://www.maf
f.go.jp/j/keiei/sie
n/R7_chiiki_noug
you/251223.html

15 地域農業構造転換支援対策（新規就農者チャレンジ事業） 早期の経営発展を目指し、意欲的に取り組む新規就農者（65歳未満）に対し、農
業用機械・施設の導入等の取組を支援

＜主な要件＞
・青年等就農計画の認定を受けていること
・地域計画のうち目標地図に位置付けられ、又は位置付けられることが確実と見込まれること
・導入する農業用機械等について、園芸施設共済、農機具共済の加入等を行うこと
・経営開始資金との同時受給は不可（資金受給終了後は活用可能）

＜成果目標（事業実施年度の翌々年度の目標）＞
以下のうち、いずれか１つを選択
・経営面積の３割以上の拡大
・付加価値額１割以上の拡大（付加価値額 = 収入総額 –費用総額 + 人件費）
・労働生産性３％以上の向上（労働生産性 = 付加価値額 ÷総労働時間（又は労働人数））

就農時64歳以下の認定新規
就農者

営農地が属する地域計
画が、以下の①若しくは
②の要件を満たしてい
る、又は、地域計画のブ
ラッシュアップを行い、事
業実施年度の翌年度まで
に要件を満たすことが確
実である。
① 地域計画の目標集積
率が６割以上（都府県の
中山間地域は５割以上）
② 目標集積率が現状集
積率より10ポイント以上
増加する

30 0 0 70

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/n_syunou/ch
allenge.html

16 経営発展支援事業（新規就農者確保育成総合対策）　

認定新規就農者が経営発展に必要な農業機械や施設の導入等の取組を支援

〈通常枠〉
〈特別枠（地域計画早期実現支援枠）〉

〈通常枠〉
・独立・自営就農する認定新規就農者であること（令和7年度以降が対象）
・経営開始５年目までに農業で生計が成り立つ実現可能な計画
　※ 親元就農者の場合は、継承する農業経営に従事してから５年以内に継承し、継承する経営を発展させる計画（売上１割
増等）
・目標地図に位置付けられている、若しくは農地中間管理機構から農地を借り受けている
・本人負担分について金融機関から融資を受けている

〈特別枠（地域計画早期実現支援枠）〉
・目標集積率が現状集積率を上回っている地域計画に位置づけられている
・令和５年度以降に農業経営を開始した個人・法人である
・青色申告を行う
・本人負担分について金融機関から融資を受けている
・経営開始資金との併用不可

〈通常枠〉
49歳以下の認定新規就農者
〈特別枠〉
49歳以下の認定新規就農
者、認定農業者

― 50 25 0 25

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/n_syunou/ha
tten.html

17 世代交代円滑化タイプ(新規就農者確保緊急円滑化対策)

親元就農を含む新規就農者の経営継承・発展に向けた取組を支援

① 農業用機械・施設等の修繕・移設・撤去等の経営資源の有効利用や、
法人化、専門家の活用等の円滑な経営移譲に向けた取組
② 機械・施設等の導入（機械・施設、家畜導入、果樹・茶の新植・改植、
機械リース等が対象）

・目標集積率が現状集積率を上回っている地域計画に位置づけられている
・令和５年度以降に農業経営を開始した個人・法人である
・青色申告を行う
・本人負担分について金融機関から融資を受けている
・経営開始資金、経営発展支援事業等との併用は不可。
・事業実施年度の３年後の年度までに、農業経営改善計画の認定及び成果目標（経営規模の拡大）を達成すること。

独立・自営就農する49歳以下
の認定新規就農者、認定農
業者

目標集積率が現状集積
率を上回っている地域計
画に位置づけられている

50 25 0 25

https://www.maf
f.go.jp/j/new_far
mer/n_syunou/ha
tten.html

18 担い手確保・経営強化支援事業
省力化技術の導入など意欲的な取組により、経営構造の転換・経営発展を図ろう
とする担い手が、融資を活用するなどして農業用機械・施設を導入する際、補助金
を交付

・融資を受けて機械等の導入を行うこと
・付加価値額の１割以上の拡大
・事業費が整備内容ごとに50万円以上
・事業の対象となる機械等は、新品の法定耐用年数がおおむね5年以上20年以下のもの
・運搬用トラック、パソコン、倉庫等、農業経営の用途以外の用途に容易に供されるような汎用性の高いものでない
・成果目標の達成に直接に関連するものであること
・園芸施設共済、農機具共済の加入等、自然災害による被災に備えた措置がされるものであること 等
※ 中古機械及び中古施設にあっては、上記の要件に加え、使用可能と認められる年数が２年以上のもの

地域計画のうち目標地図に
位置付けられた者
※認定農業者、認定就農者、
集落営農組織、市町村基本
構想に示す目標所得水準を
達成している農業者及び市
町村が認める者をいい、目標
地図に位置付けられることが
確実であると事業実施主体
（市町村）が認める者を含む。

現行の地域計画か、ブ
ラッシュアップ後の地域計
画において、目標集積率
が現状の集積率よりも10
ポイント以上増加する姿
となること

50 0

https://www.maf
f.go.jp/j/keiei/sie
n/R7ni_shien/ind
ex.html

19
大阪農産物魅力向上・価値創造事業（観光農園等受入態勢整備
事業）
※府単独事業

インバウンド需要が高まる観光農園や直売所において、受入態勢の整備に対す
る支援

・観光農園（農業経営体が観光客等の第三者に、ほ場において自ら生産した農産物の収穫等一部の農作業を体験又はほ場
を鑑賞させ、料金を得る事業）
・農産物直売所（生産者がみうから生産した農産物（農産物加工品含む。）を定期的に諸費者に直接販売（委託販売含む）す
るために開設した場所又は施設）
・大阪府内の農地の所有権又は賃借権等を有する農業者（個人及び法人）及びそれらの農業者で組織する団体
・補助事業者が府内で営む観光農園及び農産物直売所における取組（①ホームページ等の多言語化、接遇研修、キャッシュ
レス機器・翻訳機の導入）を補助対象とする

農業者、農業者が組織する
団体

― 0 50 0 50

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
090/nosei/syoku
noanzen/taikeng
atanoen/taikenga
tanoen.html

負担割合
番号 事業名 事業内容 事業要件

実施主体
（対象者）

事業実施区域 HP



国 府 市町村 地元・自己

負担割合
番号 事業名 事業内容 事業要件

実施主体
（対象者）

事業実施区域 HP

20 女性の就農環境改善・活躍推進事業

女性の農業への呼び込みや定着を進め、女性農業者の確保を図るため、農業経
営体における女性農業者が働きやすい環境の整備等を支援
（１）女性が働きやすい環境整備
（２）女性農業者グループの新たな活動

（共通）
・女性の新規就農者獲得や女性の定着を目的として事業を行うことが明確であり、本事業を行う意思及び具体的計画を有し、
かつ事業を的確に実施できる能力を有する団体であること。 
・過去３か年に、国庫補助事業において交付決定の取り消しがないこと。 
・協議会については、公募要領に掲げる事項を協定、規約、規定等により定め、かつ、協議会の全ての構成員がこれに同意
していること。 
（１）の場合
 ・確保する施設等について利用している５名以上の女性の農業者（注１）がいること。 
・一般事業主行動計画が策定・公表されている、又は事業実施期間中に策定・公表されることが確実であること。 
（２）の場合
 ・５名以上の農業者（そのうち半数以上が女性）が所属すること。 
・女性農業者グループの構成員の所在地や活動地域が複数都道府県に跨っていること。 

市町村、農業協同組合等の
農業関係団体、民間団体、協
議会又は女性農業者グルー
プ、農業経営体（農業法人又
は認定農業者若しくは 認定
新規就農者）

― 定額
https://ntour.jp/
women/kankyou/

21
大阪版認定農業者支援事業
※府単独事業

大阪版認定農業者の組織する団体等が共同利用施設や共同利用機械、 直売所
関連施設等導入支援

・対象施設：共同農業用機械、共同利用施設（農産加工施設など）、直売所関連施設
・計画の承認：事業主体やその構成員が作成する「農業経営計画」から見て妥当である農業用機械、施設であること等

大阪版認定農業者の組織す
る団体

今後相当長期にわたり営
農を継続することが確実
と見込まれる農地

0 33 10 57

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
090/nosei/seisya
nsyasapo-
to/shienzigyou.ht

22
強い農業づくり総合支援交付金
（産地基幹施設等支援タイプ）

産地収益力の強化、産地合理化の促進（育苗施設、乾燥調製施設、農畜産物処
理加工施設、集出荷貯蔵施設、生産技術高度化施設、家畜飼養管理施設等）

・受益農業従事者（農業の常時従事者（原則年間150日以上））が５名以上
・成果目標の基準を満たしている
・面積要件等を満たしている
・受益者が環境負荷低減に係る取組を実施し、チェックシートの提出・保管を行う
・原則、総事業費が５千万円以上（産地基幹施設を整備）である
・費用対効果分析を実施していること（投資効率が1.0以上である） 等

府、市町村、農業者の組織す
る団体、公社等

原則、農振農用地、生産
緑地

50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/s
uisin/tuyoi_nougy
ou/t_tuti/R7/250
107.html#R71218
_tuyo

23
新基本計画実装・農業構造転換支援事業
（再編新事業）

老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化に取り組む産地を支援

・ 受益農業従事者 （農業（販売・加工等を含む。）の常時従事者（原則年間150日以上））が５名以上
・ 成果目標の基準を満たしている
・ 面積要件等を満たしている
・ 再編集約・合理化計画を策定している
・ 修繕・更新に係る積立計画を策定している
・ 原則として、単年度あたりの総事業費が５千万円以上である
・ 再編集約・合理化前後で、施設数が減少する又は同数

府、市町村、農業者の組織す
る団体

原則、農振農用地、生産
緑地

50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/s
uisin/saihensinjig
you.html

24
産地生産基盤パワーアップ事業
（収益性向上対策・生産基盤強化対策）

収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、計画の実現に必要な農業機械の導
入、集出荷施設の整備、栽培体系の転換等

・成果目標（生産コストの10％以上の削減、販売額の10％以上の増加、労働生産性の10％以上の向上等）の基準を満たして
いる
・面積要件等を満たしている
・整備事業や農業機械の取得にあたっては費用対効果分析を実施すること（投資効率が1.0以上であること） 等

地域農業再生協議会等が作
成する「産地パワーアップ計
画（収益性向上タイプ）」に 参
加する農業者、農業者団体

原則、農振農用地、生産
緑地

50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/s
uisin/tuyoi_nougy
ou/sanchipu.html

25 園芸産地における事業継続強化対策

（既存ハウスの補強等の被害防止対策）

産地ごとに必要な耐候性基準を満たすハウスを整備するために行う以下の取組を

支援

ア 災害に備えたハウスの補強、防⾵ネット等の設置

イ 停電時の被害防止に必要な⾮常用電源や大雪によるハウス倒壊を防ぐ融雪装

置等の導⼊

・産地の生産部会等の単位で２戸以上の農業者から構成
・補強等を行うハウスを対象に、園芸施設共済等に加入
・助成対象者は、個々の経営体でも事業継続計画を策定　等

都道府県、市町村、農業協同
組合、地域農業再生協議会、
農業者の組織する団体等

都道府県が推進計画を
策定し、事業実施主体及
び取組が当該計画に位
置付けられていること。
さらに、園芸産地におけ
る事業継続計画において
も取組が位置付けられて
いることを要件とする。

50 0

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/r
yutu/engei/sisets
u/saigaitaisaku.h
tml#BCPjigyou

26 スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業 農業支援サービス事業の立上げに対し直接必要な農業機械等の導入
・農業支援サービスを新たに実施すること(新サービス開始、新たな地域への展開等）
・事業実施主体の提供するサービスを活用する農地面積を拡大すること

農業支援サービス事業体 ― 50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/supply/h
ozyo/nousan/251
223_140-1.html

27 スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業
品目ごとの技術課題の解決のため、産地におけるスマート農業技術の導入とその
効果を高める栽培体系への転換の取組に必要となる農業機械の導入費等を支援

・新たに導入する農業機械又は生産方式のいずれかにスマート農業技術を取り入れる必要あり
・（スマ農認定者以外）
　取組主体事業計画が産地スマート計画に位置付けられていること
　面積要件を満たしていること
・（スマ農認定者）
　認定された生産方式革新実施計画に基づいたスマート技術高度利用計画を策定すること

都道府県域等内で事業を実
施する農業者、農業者団体
等

地域計画に位置付けられ
ている場合、事業採択加
算ポイントあり

50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/s
ien/sizai/sumate
n.html

28
高度スマート農業技術実装促進事業
※府単独事業

大阪農業の重要品目である水なす・いちご等の生産性向上に向け、
AI・IoT等を活用した高度環境制御・自動化技術の導入を支援

・収量目標等達成に必要な高度技術であること
・効果、ノウハウ等の府内共有・技術向上に取り組むこと 等

農業者
地域計画にスマート農業
が位置づけられている地
域

0 50 0 50 HPなし

29 スマート農業研修教育環境整備事業

地域農業の構造転換に向け、担い手の規模拡大に資するスマート農業技術の研
修教育の強化に加え、就農直後から雇用により農業経営を発展させる意欲と能力
のある経営体モデルの創出を集中的に支援
①農業大学校・農業高校の教育環境整備
②現役農業者のリ・スキリング
③研修農場の整備
④雇用による経営発展モデルの創出

https://www.maf
f.go.jp/j/keiei/zin
zai/220413.html

30
消費安全対策交付金
（重要病害虫等の特別防除）

重要病害虫（クビアカツヤカミキリ等）の防除対策の実施 ・府防除計画に基づく、発生調査、防除、防除効果確認調査、技術的指導等を実施
府、生産者の組織する団体
等

― 50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/syouan/
yosan/yosan/atta

31
みどりの食料システム戦略推進交付金
（グリーンな栽培体系加速化事業）

グリーンな栽培体系の検証、スマート農業機械等の導入、消費者理解の醸成等 ・検証の実施、マニュアル作成、産地戦略の策定を実施 府、市町村、JA、協議会 ―

100
※スマート
機械導入は

50

0 0
0

※スマート機
械導入は50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/g
izyutu/green/inde
x.html#youbou

32
みどりの食料システム戦略推進交付金
（有機転換推進事業）

有機農業への転換に必要な経費相当額（10aあたり２万円以内）を支援
・対象者：有機農業に取り組む新規就農者又は慣行農業から有機農業への転換に取り組む農業者
・対象農地：:慣行農業から有機農業への転換初年度となる農地
・将来的に国際水準の有機農業に取り組むこと及び、みどり認定を受けている又は受ける予定があること

農業者 ― 100 0 0 0

https://www.maf
f.go.jp/j/kanbo/k
ankyo/seisaku/m
idori/midori_kouh

33
みどりの食料システム戦略推進交付金
（農業由来の廃プラスチック対策モデル地域形成事業）

農業由来廃プラスチックの新たなリサイクル技術や回収システムの実証等の取
組、紙・生分解性マルチ等の排出抑制に資する資材への転換の取組を支援

・廃プラスチックの排出抑制や資源循環利用に向けた課題の抽出や分析、対応策の検討を行うための有識者を交えた検討会
や研修会の開催
・生分解性マルチや中長期展張フィルムの活用・導入等に関する農業者向けの広報、セミナー開催等による普及啓発

農業由来の廃プラスチック処
理に関わる都道府県協議
会、市町村協議会

― 100 0 0 0

https://www.maf
f.go.jp/j/kanbo/k
ankyo/seisaku/m
idori/midori_kouh

34
みどりの食料システム戦略推進交付金
（SDGs対応型施設園芸確立）

施設園芸において、
①実用化はされているものの、農業現場に実装されていない新しい技術（当該都
道府県に導入されていない技術）や、
②省エネ機器設備や資材
を活用した化石燃料の使用量削減と収益性向上の効果を検証して、モデルを確立

・化石燃料を全く使用しない加温技術又は化石燃料のみに依存しない加温技術を用いること。
・実証した地域で普及する可能性があること
・（新技術の場合）事業申請時点で販売実績がない又は当該県内で導入事例がない機器・資材等であること、慣行と比較し
て、新技術のみの効果により化石燃料使用量を50％以上低減できることが見込まれる技術
想定：水熱源ヒートポンプ、工場・ごみ処理場等からの廃熱利用技術、代替燃料を用いる廃油ボイラー等を活用した技術

府、市町村、JA、協議会（協
議会の場合農業者１戸から
可）

―
100

※機械導入
は50

0 0
0

※機械導入
は50

https://www.maf
f.go.jp/j/kanbo/k
ankyo/seisaku/m
idori/midori_kouh
ukin/251226.html

35
みどりの食料システム戦略推進交付金
（有機農業拠点創出・拡大加速化事業）

地域ぐるみの有機農業の取組を推進するため、特定区域の設定等に向けて取り
組む地域に対し、有機農業を推進する取組の試行や体制づくり、消費拡大の取組

等への支援

・新たな有機農業実施計画の策定
・栽培試験や栽培マニュアルの作成

市町村、市町村が参画する
協議会

― 100 0 0 0

https://www.maf
f.go.jp/j/kanbo/k
ankyo/seisaku/m
idori/midori_kouh
ukin/251226.html

36
みどりの食料システム戦略推進交付金
（みどりの事業活動を支える体制整備）

地域ぐるみで環境負荷低減に取り組む農林漁業者等が、特定環境負荷低減事業
活動実施計画(特定計画)等の認定を受けて行う機械・施設の導入を支援

・特定計画の達成に必要な機械（除草機や堆肥舎など）
特定計画の認定を受けた農
業者

― 50 0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/kanbo/k
ankyo/seisaku/m
idori/midori_kouh
ukin/251226.html

37 環境保全型農業直接支援対策交付金
化学肥料・化学合成農薬を原則5割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖化
防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動に対する支援

・販売目的の生産
・「みどりチェック」チェックシートの作成
・推進活動の実施

農業者の組織する団体、一
定の条件を満たす農業者

原則、農振農用地、生産
緑地

50 25 25 0

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/k
ankyo/kakyou_ch
okubarai/mainp.h

38 中山間地域等直接支払交付金
農業の生産条件が不利な地域（中山間地域・過疎地域等）における農業生産活動
を継続するための支援

・集落等を単位とする協定を締結し、５年間農業生産活動等を継続
・環境負荷低減のチェックシートの作成

農業者等

農振農用地区域内及び
地域計画区域内の１ha以
上の一団の急傾斜農用
地等

50 25 25 0

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/t
yusan/siharai_sei
do/index.html

39 農空間多面的機能支払事業
地域ぐるみで行う保全活動
農地維持活動、資源向上活動、
資源向上活動（施設の長寿命）

対象農地が農空間保全地域内であること
農空間保全地域内の農地及び関連する農業用施設において、農地維持活動と資源向上活動を行うこと
資源向上活動（施設の長寿命化）に取組む場合は、次の全ての条件を満たすこと
① 農地維持活動、資源向上活動を概ね5年を経過した地区であること
②活動組織は大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例に基づく「農空間づくり協議会」の認定を受けた
組織であること
③ 国が定める多面的機能支払交付金実施要領に基づく「地域資源保全管理構想」を策定した地区であること
④ 施設の長寿命化に係る費用は工事1件当たり200万円未満

地域の農業者と地域住民等
で組織する団体

農空間保全地域 50 25 25 0

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
100/nosei_seibi/t
amen_toppage/in
dex.html

40 農作物鳥獣被害防止対策事業 捕獲機材の導⼊、捕獲活動、研修への支援

・侵入防止柵の整備の実施における受益農家の戶数要件は、原則、受益戶数が３戶以上であること。

※３戶未満でも支援が可能な場合があります（「受益戶数の例外」を参照）。

・受益農家とは柵を設置する農地の耕作者だけではなく、農地の出し手、水路や農道等の管理に携わる

・農家、畜産農家、地域計画に基づいて水路や農道の管理を行っている者も受益農家となり得る。

・地形等の理由から連続しない柵でも、整備地区全体として受益戶数３戶以上であれば整備可能。

協議会
鳥獣被害防止特措法に
基づく被害防止計画を作
成している市町村

50
※直営施工
のみ定額交
付あり（上
限単価あ

り）

0 0 50

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/t
yozyu/higai/yosa
n/yosan.html

41 水田活用の直接支払交付金(経営所得安定対策等）

水田転作作物に対する支援（各年度ごとに募集）

1）戦略作物助成（全国一律）
水田で出荷・販売を目的として、麦・大豆・加工用米・新規需要米等の戦略作物
を生産する農業者に対して、支援を行います。
2）産地交付金（大阪府の独自設定） 
経営所得安定対策に加入し、水田で出荷・販売を目的として大豆、米粉用米等の
戦略作物や園芸作物を生産する農業者に対して、支援を行います。

1）
・販売契約の締結又は自家加工販売（直売所等での販売）計画書を提出し、収穫後に出荷・販売　
　が確認できる書類を提出できること。
・米粉用米・飼料用米・WCS用稲・加工用米については、６月30日までに国へ取組計画書を提出し、　
　受理されていること。
・米粉用米・飼料用米・加工用米については、農産物検査による品位等検査を受ける又は検査を
   受検しない場合は、品質基準を確保したことが確認できる販売伝票等の写しを提出すること。
2）
①地産地消の推進(高収益作物) ：令和8年度中に出荷・販売していること。
（戦略作物※１・たけのこ・そば・②、③、④、⑤の対象作物を除く）
②有機農業の推進（有機JAS認定、大阪エコ農産物不使用認証） ：有機JAS認証もしくは大阪エコ農産物認証（化学農薬・肥
料不使用）を受けた農産物に対する助成。
③大阪エコ農産物（不使用認証以外）：府が定める大阪エコ農産物認証を受けた作物に助成。
④なにわの伝統野菜：なにわの伝統野菜認証を受けた野菜に対する助成。
⑤地域振興作物：地域水田収益力強化ビジョンにおいて地域の振興作物に定められた品目（１０品目以内）に助成。
⑥担い手の育成（集落営農以外・集落営農※２）：10月1日現在で認定されている認定農業者等※３が作付けする
①～⑤または⑩の作物に加算。（※別途要件があります）
⑦エコ大豆・エコ新規需要米等加算※４：戦略作物の助成を受けたエコ大豆及びエコ新規需要米
（米粉用米・ＷＣＳ・飼料用米等）、エコ加工用米に加算。

※１ 戦略作物：麦、大豆、飼料作物、新規需要米、加工用米
※２ 対象となる集落営農は、「組織の規約及び代表者を定めていること」、
「対象作物について共同販売経理を行っていること」の２要件を満たす組織です。
※３ 認定農業者（国版・大阪版）、認定新規就農者、集落営農組織
※４ 新規需要米・加工用米に取り組む場合は国の認定を受ける必要があります。

交付対象者：和泉市内に住
所を有する販売農家又は集
落営農

原則として和泉市内に住
所を有する農業者が使用
及び収益を目的とする権
利を有する交付対象水田
（販売権の委託を含む農
作業受託契約を締結して

いるものも含む）
また、交付対象水田の所
在地が和泉市外である場

合も含む。

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
090/nosei/seisya
nsyasapo-
to/keieisyotoku.h
tml

42
ジャパンフラワー強化プロジェクト推進（持続的生産強化対策事
業）

産地の課題解決に必要な技術導入、需要のある品目への転換や導入を支援する
とともに、花き需要の回復に向けて、新たな需要開拓、利用拡大に向けたPR活動
等の前向きな取組を支援

・構成員である都道府県は、花き振興法第４条に基づく振興計画を策定している又は事業実施期間中に策定する見込である
こと。
・成果目標は主要な取組・品目に対して１つ設定すること。

花き業界関係者が組織する
協議会

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/k
aki/flower/index.

43
果樹型トレーニングファーム推進条件整備事業（果樹農業生産
力増強総合対策）

果樹産地において新たな担い手の受入や研修等に必要となる園地の整備等の取
組を支援

ア 産地計画において、新たな担い手の確保・定着に向けた取組を実施する主体、目標、関係機関とその役割分担、新規就農
者等の育成方針や確保の取組、園地整備の内容、工程等を位置付けること。又は、今後位置付けることが確実と見込まれる
こと。
イ 果樹型トレーニングファームとして設置初年度から実地研修を行う園地を確保すること。
ウ 本事業で整備した園地を新規就農者等にリース又は譲渡する場合は、その対象園地を地域計画の区域内に設定するとと
もに、当該新規就農者等が、地域計画に定められている目標地図に位置付けられること

ア 都道府県
イ 市町村
ウ 公社（地方公共団体が出
資している法人をいう。）
エ 生産出荷団体（事業実施
者を除く。）
オ 産地協議会
カ 農地中間管理機構
キ 法人化した経営体
ク 生産者により組織された団
体
ケ 民間事業者
コ 特定非営利活動法人

https://www.maf
f.go.jp/j/seisan/r
yutu/fruits/index.
html

44
農山漁村振興交付金のうち地域資源活用価値創出整備事業
（農福連携型）※直採事業

障害者等が働く場となる農林水産物生産施設の整備を支援

〔整備事業の主な要件〕
・原則、農福連携支援事業のうち農福連携の取組と併せて行うこと。ただし、条件を満たす場合には整備事業単独での実施
が可能。
・農林水産分野の作業に携わる障害者、生活困窮者(就労に向けた支援計画策定者)、高齢者(要介護認定者)、ひきこもりの
状態にある者、犯罪をした者を事業実施３年目までに５名以上増加させること。ただし、生活困窮者、ひきこもりの状態にある
者、犯罪をした者の増加については障害者との組み合わせであって、過半数が障害者であること。
・農林水産物加工販売施設に供する農林水産物は、事業実施主体及び連携する者が生産したものが過半を占めること。

・ 農業法人
・ 社会福祉法人
・ 特定非営利活動法人
・ 一般社団法人
・ 一般財団法人
・ 公益社団法人
・ 公益財団法人
・ 民間企業
・ 地域協議会 ほか

定額

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/k
ouryu/shinko_kou
hukin.html#youko
u_youryou

50



国 府 市町村 地元・自己

負担割合
番号 事業名 事業内容 事業要件

実施主体
（対象者）

事業実施区域 HP

45 農空間多面的機能支払事業

農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律に基づき実施される地域ぐ
るみで行う農空間保全活動に対する支援
・農地維持活動…農地、水路等の基礎的な保全管理
・資源向上活動（共同）･･･地域資源の質的向上を図る共同活動
・資源向上活動（施設の長寿命）…農地周りの水路、農道等の長寿命化のための
活動

・基本単価（10a当り）
　農地維持活動　　田３，０００円　畑２,０００円
　資源向上活動（共同）　　田２，４００円　畑１，４４０円
　資源向上活動（施設の長寿命化）　　田４，４００円　畑２，０００円

大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例に基づき知事が指定した農空間保全地域内農地を対象

・法に基づき市町村が認定した地区であること
・農空間保全地域内の農地及び関連する農業用施設において取組む活動であること
・活動組織は農業者と農業者以外の府民により構成される組織であること
・資源向上活動（施設の長寿命化）に取組む場合は、次の全ての条件を満たすこと
① 本事業の活動に取組み概ね5年を経過した地区であること
②活動組織は大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例に基づく「農空間づくり協議会」の認定を受けた
組織であること
③ 国が定める多面的機能支払交付金実施要領に基づく「地域資源保全管理構想」を策定した地区であること
④ 施設の長寿命化に係る費用は工事1件当たり200万円未満

地域の農業者と地域住民等
で組織する団体

農空間保全地域 50 25 25 0

https://www.pref
.osaka.lg.jp/docu
ments/7671/2os
akatamenpanfur5
.pdf

46 遊休農地解消対策事業（農地集積・集約化等対策事業）

担い手への農地集積・集約化を促進するため機構又は市町村が行う、機構自らが
借り受けた 遊休農地又は借り受けることが確実と認められる遊休農地に対する
簡易な整備に要する経費について補助
※交付単価：定額43千円/10ａ上限
※対象経費：草刈り，除礫，抜根（ただし，農業生産を目的に新植・改植された樹
木は除く。）耕起・整地に係る経費その他必要と認められる経費

ア 本事業の実施年度から翌年度までに機構が農地中間管理権を 10 年以上設定し，受け手に転貸又は研修事業を実施す
ること。
イ アにより機構が転貸する相手方は，遊休農地の所有者ではないこと。
ウ 本事業の交付を受けたことのある遊休農地（令和４年度から令和６年度までにおいて遊休農地解消緊急対策事業の交付
を受けたことのある遊休農地を含む。）ではないこと。

農地中間管理機構

地域計画の区域内のうち
目標地図において農業を
担う者が位置付けられて
い
ない農地のうち簡易な整
備で解消可能な遊休農
地

https://www.maf
f.go.jp/j/keiei/ko
ukai/kikou/attach
/pdf/nouchibank-
117.pdf

47 最適土地利用総合対策（農山漁村振興交付金）

中山間地域等における農用地保全に必要な地域ぐるみの話合いによる最適な土
地利用構想の策定、基盤整備等の条件整備、鳥獣被害防止対策、粗放的な土地

利用等を総合的に支援

ソフト定額
（土地利用構想の概定、実証事業及び土地利用構想の実現に必要な調査・計画
に関する取組等：交付額上限1,000万円）
（粗放的利用体制整備）
粗放的な利用等による農業生産：交付上限10,000円/10a
農業生産が容易な土地利用等：交付上限 5,000円/10a
（農用地保全等推進員の措置：交付上限250万円）
ハード定率
（55%等、交付額上限2,000万円）

1）市町村、農業者、地域住民が参画すること
2）原則として、中山間地域等における複数集落を対象とし、都道府県がその対象を選定すること
3）地域ぐるみの話合いにより、営農を続けて守るべき農地と粗放的利用を行う農地等に区分し、実証的な取組を行った上で、
土地利用構想を事業開始から3年以内に策定すること
4）農用地の粗放的利用の取組を1つ以上行うこと
5）農用地保全に関する目標の達成に向けて取り組むこと
6）5年間耕作又は粗放的利用を実施すること

都道府県、市町村、農業委員
会、農業協同組合、土地改良
区、地域協議会、地域運営組
織、農地中間管理機構

農振農用地で、農林統計
上の中山間地域等の要
件を満たすこと
（岸和田市東葛城、岸和
田市山滝、泉佐野市上之
郷村、泉佐野市大土村、
和泉市横山村、和泉市南
横山村）

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/ti
kei/houkiti/saitek
itochiriyo.html

48 荒廃農地再生支援事業（荒廃農地再生事業）
※新設

地域計画のブラッシュアップに向け、地域の合意形成の妨げとなっている荒廃農
地を整備することにより、土地利用の円滑化及び農地の維持・保全を図る取組を
支援

１）荒廃農地再生等整備 
　ア 刈払・伐根、イ 集積・運搬、ウ 除礫、エ 耕起・整地、オ 土壌改良、カ 支障物
撤去 
２）簡易基盤整備 
　ア 農業用用排水施設、イ 農道、ウ 暗渠排水、エ 客土、オ 区画整理、
　カ 農地等整備（法面保護工、耐久性畦畔工、湧水処理、床締め、老朽　ハウス
等の再生利用、農作物被害防止施設、廃棄物処理等） 

１）事業費が200万円未満であること。 
２）本事業で整備した農地等は地域の合意形成によりにおいて５年間以上耕作することが確実であること。 
３）本事業で整備した農地等が事業完了後、１年以内に地域計画に位置付けられること。
４）事業対象農地が、貸借権・使用貸借権の設定・移転後若しくは所有権の移転後、原則１年以内の農地又はこれらの権利移
転等が確実な農地であること。
５）事業対象農地を耕作する者は、地域の合意形成により事業対象農地を耕作することとされた者であること。

市町村、事業対象農地を耕
作の用に 供する者又は所有
者

農振農用地
（農業振興地域整備計画
の策定又は変更により農
用地区域となることが確
実と見込まれる区域を含
む。）
及びその農用地と一体的
に整備する必要がある農
用地等

50

土壌改良
は、
32,000円
/10ａ

客土は、
25,000円
/10ａ
に整備面積
を
乗じて得た
金額 

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/ti
kei/houkiti/saitek
itochiriyo.html

49
荒廃農地再生推進事業
（再生推進事業）
※新設

地域計画のブラッシュアップに向け、地域の合意形成の妨げとなっている荒廃農
地を整備することにより、土地利用の円滑化及び農地の維持・保全を図る取組を
支援

１）農用地利用調整
　　荒廃農地の再生利用等を目的とした農用地に係る利用調整
　　荒廃農地等の受け手・出し手間の調整や調整に係る関係機関との連携
　　地域計画に係る調整等に関する取組 
２）事業指導・助言等 
　　交付対象事業に係る計画や実施状況、実施結果に係る審査・検査・現地確認・
指導・助言等 
３）その他本事業に必要な事務費 

１）事業費が200万円未満であること。 
２）本事業で整備した農地等は地域の合意形成によりにおいて５年間以上耕作することが確実であること。 
３）本事業で整備した農地等が事業完了後、１年以内に地域計画に位置付けられること。
４）事業対象農地が、貸借権・使用貸借権の設定・移転後若しくは所有権の移転後、原則１年以内の農地又はこれらの権利移
転等が確実な農地であること。
５）事業対象農地を耕作する者は、地域の合意形成により事業対象農地を耕作することとされた者であること。

都道府県、市町村

農振農用地
（農業振興地域整備計画
の策定又は変更により農
用地区域となることが確
実と見込まれる区域を含
む。）
及びその農用地と一体的
に整備する必要がある農
用地等

50

上限額10万
円 

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/ti
kei/houkiti/saitek
itochiriyo.html

50
大阪府棚田・ふるさと保全事業（大阪府みどりの基金（棚田・ふ
るさと保全事業分））

住民組織が行う持続的な棚田保全活動（当該年度の４月１日以降の活動）に要し
た資機材・燃料等の経費に対する支援

（当該間接補助に要する経費の１００％以内。ただし、補助金額上限３０万円）

自然傾斜を緩和した農地が階段状に分布している主傾斜１／２０以上の農地の面積が当該地域の全農地の面積の１／２以
上を占める地域であること
支援の対象とする住民組織(以下｢コミュニティ｣という。）は、農地や土地改良施設の保全・利活用にかかる活動を実施する組
織で、農業者、地域住民もしくは保全活動に参加するボランティア等を主たる構成員とし、保全活動を継続的に実施すること
が可能と認められる組織とする
コミュニティは知事により登録されていること

コミュニティ 事業要件に記載 100

https://www.pref
.osaka.lg.jp/o120
100/nosei_seibi/
katudou/tanada.h
tml

51 大区画化等加速化支援事業

農業構造転換集中対策期間において、法人等の農業者が自ら行う畦畔除去等の
簡易整備による農地の大区画化等の取組に加え、巨大区画化等の効果検証及び
横展開の取組等を支援
【定額上限】 区画拡大 ７万円/10ａ、畦畔除去 ４万円/100ｍ、暗渠排水 14万円
/10ａ 等

農地の区画拡大を実施すること
畦畔除去による区画拡大や暗渠排水等の簡易な基盤整備を定額で支援。
（法人等の農業者が自ら施工可能な簡易な整備によって、機動的に農地の区画拡大を実施し、併せて担い手への農地集積

や更なる大区画化・省力化を図ることで、競争力ある農業の実現に寄与）

大区画化推進協議会
農業者等

農用地区域のうち地域計
画の策定区域等

定額

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/k
eiiku/noutiseibi/

52
農山漁村地域整備交付金
（農地整備事業）

効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、地域農業の状況等を勘案し、必
要な下記の生産基盤、営農環境整備と経営体の育成・支援を一体的に図る。
　・区画整理、農業用用排水施設整備、農道整備等

受益面積20ha以上
担い手への農地の集積・集約化率が一定以上向上すること

府 農振農用地 50 15

https://www.maf
f.go.jp/j/study/ot
her/e_mura/oom
ori/n-
koufukin.html

受益面積が10ha以上（中山間地域は５ha以上）
全ての農地に農地中間管理権を設定
農地中間管理権の設定期間が15年以上
全ての農地が担い手に集積され、事業完了後５年以内にその農地の８割以上を担い手に集団化
事業完了後５年以内に地域の収益性が2割以上向上

府 農振農用地 62.5 27.5 10 0

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/k
eiiku/noutiseibi/

受益面積が5ha以上（中山間地域は５ha以上）
全ての農地に農地中間管理権を設定
農地中間管理権の設定期間が15年以上
全ての農地が担い手に集積され、事業完了後５年以内にその農地の８割以上を担い手に集団化
事業完了後５年以内に地域の収益性が2割以上向上

市町村 農振農用地 62.5 未定 未定 0

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/k
eiiku/noutiseibi/

54
農業競争力強化農地整備事業
（農業基盤整備促進事業）

地域の実情に応じたきめ細かな農地整備を実施
区画整理、農業用用排水施設整備、農作業道整備、暗渠排水、土層改良等

農業基盤整備促進計画を策定していること
総事業費200万円以上
受益者数2名以上
受益面積5ha以上

市町村
改良区等

農振農用地 50 15

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/k
eiiku/noutiseibi/

府
農振農用地
生産緑地等

50 27.5

市町村
改良区等

農振農用地
生産緑地等

50 15

56
農地耕作条件改善事業
（実施計画策定）

地域のニーズに沿ったきめ細かな基盤整備や高収益作物への転換、スマート農
業など先進的な営農体系への導入を支援
実施計画策定

総事業費200万円以上
受益者2者以上
農地中間管理機構との連携概要を策定していること
地域内農地集積促進計画を作成していること

府、市町村、改良区等
農振農用地
生産緑地等

100 0

府 農振農用地 50 27.5

市町村
改良区等

農振農用地 50 15

58
水利施設等保全高度化事業
（実施計画策定）

農業用用排水施設の整備に係る実施計画策定
給水栓、ゲート、分水工等の自動化等管理省力化のための農業用用排水施設の
整備、並びに水管理施設、維持管理施設、安全施設等の農業用用排水施設に付
帯する施設の整備に係る実施計画策定

総事業費200万円以上
受益者数2名以上
受益面積5ha以上
施設計画策定事業計画を作成していること

府、市町村、改良区等
農振農用地
生産緑地等

100 0

府 農空間保全地域 50 27.5

市町村
改良区等

農空間保全地域 50 15

60 農業水路等長寿命化・防災減災事業 機能保全計画策定・実施計画策定
総事業費1,000万円以内
受益者数2名以上
国庫補助事業（府営）によって造成された農業水利施設等であること

府、市町村、改良区等 農空間保全地域 100 0

府 府内全域 50 29

市町村、改良区等 府内全域 50 18

府 府内全域 50 34

市町村、改良区等 府内全域 50 21

63
農村地域防災減災事業
（用排水路整備事業）

用排水路等水利施設における防災対策
総事業費800万円以上
受益面積20ha以上

府 府内全域 50 25

64
農業水路等長寿命化・防災減災事業
（用排水路整備事業）

用排水路等水利施設における防災対策
総事業費200万円以上
受益者数2名以上
工事工期3年以内

市町村
改良区等

府内全域 50 25

65
農空間保全地域整備事業
（農空間をまもろう事業）
※府単独事業

農業用施設の長寿命化を図り、遊休農地の発生を予防するため行うもので、農地
や農業用施設を保全する区域を定め保全計画を策定し、区域内の農地や農道、
水路等の農業用施設の簡易な補修や改修、景観・資源作物の栽培等を一体的に
行うもの

事業主体は市町村と協同で、予め保全する区域を定め、農地や農業用施設の保全計画を策定していること
事業費100万円以上200万円以下

市町村を除く改良区等の団体 農空間保全地域 0 50 0 50

66
農空間保全地域整備事業
（農空間を活かそう事業）
※府単独事業

継続的な営農と、農地の活用を促進するため行うもので、区画整理、農道、かん
がい排水、暗渠排水、客土、土壌改良、農地造成、市民農園整備等を行うもの

受益面積2ha以上（市街化区域にあっては生産緑地地区）（市民農園整備は除く）
事業費100万円以上
農道整備は幅員3～7ｍで上級道路に接続していること
特定農地貸し付けによる市民農園整備にあっては簡易な整備に限る

市町村を除く改良区等の団体 農空間保全地域 0 50 0 50

67

農空間保全地域整備事業
（農空間を活かそう事業）
（企業参入支援）
※府単独事業

企業等の農業分野への積極的な参入や規模拡大を促進するとともに、農地の有
効活用を図るため行うもので、ほ場整備、農道、農業用用排水施設、耕作道、高
収益農業に必要な施設整備（上下水道の接続、電気の引き込み、情報通信環境
(WiｰＦi等)、ほ場内灌漑施設、ろ過機、井戸及び加工・出荷施設用地の荒造成の
ほか、知事が特に必要と認める整備

事業主体は、法律に規定する法人格を有している企業等で、事業実施区域において農業経営基盤強化促進法に基づく地域
計画に担い手として位置づけられていること
経営耕地面積が0.3ha以上であること
対象農地面積10a当たり300万円を上限とし、１申請あたり1,000万円を限度
補助事業にかかる農地の改良、施設の設置及び撤去等について、当該農地の所有者が合意していること
農地転用許可を要する施設を設置する場合は、転用許可が見込まれること

地域計画に担い手として位置
付けされている企業・法人等

農空間保全地域 0 50 0 50

68

農空間保全地域整備事業
（農空間を活かそう事業）
（農のある暮らし）
※府単独事業

府民に農のある暮らしを提供し、地域の活性化に資するための活動拠点の整備
（貸農園、休憩施設、水道、電気・通信設備等）及びその活動に要する経費への支
援

事業主体は、おおさか農空間づくりプラットフォームに登録した団体または個人（個人については農業者に限る）
事業費20万円以上100万円以下
府民に農のある暮らしを提供し、地域の活性化を目的とした活動計画書を提出すること

おおさか農空間づくりプラット
フォーム登録団体

農空間保全地域 0 50 0 50

69
農空間保全地域整備事業
（農空間づくりプラン事業）
※府単独事業

・農地所有者や地域住民等で組織される農空間づくり協議会による農地の利用促
進に関する計画（農空間づくりプラン）の策定、計画に基づく地域の協力による農
道や水路、遊休農地解消のために行われる除草、再耕起などの作業に係る経
費、資源作物・景観作物などの栽培に係る資材経費への支援

事業費100万円以上
農空間づくり協議会が設立されている地区
農空間づくりプランに位置づけられた対策であること
農道、かんがい排水施設等の整備は受益戸数が３戸以上であること

農空間づくり協議会 農空間保全地域 0 50 0 50

70
農空間保全地域整備事業
（安全・安心な農空間事業）
※府単独事業

農業用施設の老朽化等による災害を防止するため行うもので、ため池、水路の農
業用施設の改修

事業費100万円以上 市町村を除く改良区等の団体 農空間保全地域 0 50 0 50

参考 大阪産（もん）地域資源活用・地域連携サポートセンター
「地域資源活用価値創出（※）」に取り組む農林漁業者からの相談（プランナー派遣に関
することや商品開発、販売促進など）を支援
※農山漁村の地域資源を最大限に活用し、新たな事業や付加価値を創出する取組

地域資源活用価値創出に取り
組む農林漁業者

https://www.kns
k-
osaka.jp/support
/
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53 農地中間管理機構関連農地整備事業

農地中間管理機構が借り入れている農地において、担い手への農地の集積・集
約化を加速するため、農業者の費用負担や同意を求めず農地の大区画化等の基
盤整備を実施
　・区画整理、農業用用排水施設整備、農道整備、暗渠排水、客土等

55 農地耕作条件改善事業
地域のニーズに沿ったきめ細かな基盤整備や高収益作物への転換、スマート農
業など先進的な営農体系への導入を支援
区画整理、農業用用排水施設整備、農作業道整備、暗渠排水、土層改良等

総事業費200万円以上
受益者2者以上
地域計画が策定されていること https://www.maf

f.go.jp/j/nousin/k
eiiku/noutiseibi/

57
水利施設等保全高度化事業
（簡易整備型）

農業用用排水施設の整備
給水栓、ゲート、分水工等の自動化等管理省力化のための農業用用排水施設の
整備、並びに水管理施設、維持管理施設、安全施設等の農業用用排水施設に付
帯する施設の整備

総事業費200万円以上
受益者数2名以上
受益面積5ha以上

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/n
n_youkou/attach/
pdf/youkou-
552.pdf

59 農業水路等長寿命化・防災減災事業 農業水利施設の長寿命化対策

総事業費200万円以上
受益者数2名以上
工事工期3年以内
国庫補助事業によって造成された農業水利施設等であること

https://www.maf
f.go.jp/j/g_biki/h
ojo/r7/250207_2.
html

61
農村地域防災減災事業
（ため池整備事業）　一般整備型

ため池における防災対策
総事業費800万円以上
受益面積2ha以上

https://www.maf
f.go.jp/j/nousin/b
ousai/bousai_sai
gai/b_tameike/

62
農業水路等長寿命化・防災減災事業
（ため池整備事業）

ため池における防災対策
総事業費200万円以上
受益者数2名以上
工事工期５年以内

https://www.maf
f.go.jp/j/g_biki/h
ojo/r7/250207_2.
html


